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※「大規模噴火にレジリエントな地域社会の実現に向けた防災減災の取り組み」

大規模噴火時における交通被害に関するワーキンググループ

防災ワークショップⅡ 「大規模火山噴火に備える地域防災」

日時：2018年3月3日 10：００～16:30
鹿児島大学地域防災研究センター

桜島から全方向に多量降灰（軽石・灰）の可能性あり
２０１６年の気象条件での降下方向 解析と資料提供 気象研究所 新堀 ２０１８年

２０１６年の場合は、
２２日がこの範囲

２０１６年の場合は、
２０９日がこの範囲に降る
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平成２９年度の検討モデル
実際に降った大正３年噴火時の軽石・灰の分布を東西逆転したモデル

気象庁ホームページ
５cmで「通行不能」

普通自動車（二輪駆動）
通行不可

特殊車両（履帯装着）は、
走行可

四輪駆動車は、
走行できる可能性あり

桜島大噴火が起きた場合のシナリオ例

（無対策の場合）

① 火山灰・地震による影響で停電発生の可能性

② 停電で水道ストップ

③ ３０～５０㎝以上の軽石が道路に降り積もり、車両走行不能
・消防車は火災が発生しても出動できない
・自衛隊が救援にくることも困難
・緊急救援・復旧作業が実施困難

④ 鹿児島市に多量の軽石が降ると、

万人単位の死者がでる可能性がある。

鹿児島市は、対策を検討中
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桜島の大噴火は前兆現象が顕著

噴火 数カ月前 約１．５カ月前～ 噴火２日前 噴火前日

大正噴火
１９１４年

・井戸水の変化
（西桜島）

・桜島の井戸変化
持木地区 高免地区

・井戸と温泉の変化
（１２月下旬）
西田・武・新照院・加治木他

・桜島全島で有感地震
・桜島山頂で火柱（３分）
・地鳴り
・桜島住民の自主避難

・鹿児島市で有感地震８２回
・午後に至ってはものすごい山なり

・青み（白）を帯びた煙や黒煙
・桜島火山の斜面崩壊頻発

安永噴火
１７７９年

・１５日前から地震頻発し
続ける
（桜島大正噴火誌 鹿児島県
１９２７年）

地震継続 ・地震頻発
・海水変色
・井戸水の沸騰

・２０１５年８月１５日のレベル４ マグマ量 ２００万㎥
・桜島の大正噴火 マグマ量 １５．８億㎥

事前対策可能

ソフト対策
関係機関との具体策
市民への広報

ハード・事前対策
噴火日の気象条件を予測
道路啓開用重機の事前配置
事前避難・家庭の災害準備

噴火直前の処置
広域通行止め
危険地域避難完了

平常
（現在）

突発的に起きる地震・津波
災害と異なる。

主要準備

①道路啓開・復旧マニュアル整備

②道路啓開困難地域への支援計画

③広域通行止め手法の検討

④錦江湾への土砂投棄の法的課題
と港湾関係者や漁業関係者など利
益関係者等との調製

⑤公共交通機関の早期回復法
一方通行→全面回復

⑥降灰パターンごとの対策作成

⑦住民理解の手段検討
a 噴火時の恐怖緩和
b噴火対策の理解
（広域通行止めに対する理解）

c 自宅避難の仕方

事前準備
現在～噴火１年前

準備・直前準備
数カ月間 五者協議でスタート

道路啓開
噴火後72時間で緊急輸送道路確保

道路復旧
物流・人流の早期回復を実施

（主要幹線道路）

（仮称）軽石道路啓開・復旧法の概要（暫定版）

交通対策の基本概念（ＷＧ３試案） 噴火前に準備！

道路不通地域へは、
不整地運搬車などで

救援物資運搬

事前準備

４０時間

道路啓開作業

道路復旧

市街地清掃まで
５０００万㎥

一日あたり５．５万台

３カ月以内

スーパー コンビニの
物流網回復

１㎞以内で徒歩で必
需品購入可能
（弱者支援対策必要）

崩
壊

洪
水

土
石
流
対
策

軽石仮置き場所例

最終準備
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道路啓開ＷＧ３試案

図の範囲の道路延長
幹線道路 ８９㎞
生活幹線道路 １３５㎞
医療・復旧基幹道路 ９㎞
軽石搬出道路 １８㎞

４０時間で約２５０㎞の道路の軽石を除去

１班で平均５００ｍを啓開 → １０００班必要

１班で平均１０００ｍを啓開 → ５００班必要

◆噴火前に道路に配備
人員 ３交替
燃料 作業地点に配置（ドラム缶）
食住 作業地点付近に確保

◆道路啓開困難地域への支援計画必要

道路啓開 道路の軽石除去のみ（基本）
◆物流車両・復旧車両・通勤通学用のバス走行路を確保

◆55万（㎥/日）の軽石搬出路を確保（広い道路が必要）

広い道路の例 広い道路の例

狭い道路の例

検討課題
①車両走行実験
②重機の作業性確認実験
③各道路地点に適合する計画
④全国の機関との連携
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理由

１、この道路を通って被災地に救援部隊を送れない。

（自衛隊でさえ）

２、道路の軽石を除去できない。

３、道路復旧・水道や電気の復旧が進まない。

４、救援物資・生活物資を輸送できない。

課題

１、住民の合意

２、実施法を各機関で調整（平時の現段階で検討必要）

広域通行止め
道路に放置車両が無いことが絶対条件

理由

①復旧まで約３カ月間（仮の日数）も、

通勤・通学も出来ない状態を回避する。

②道路啓開後 バス・物流車両 を走らす。
一般車両の通行は、早期復旧の支障ともなる。

通行可能車両 物流関係車両 災害復旧車両 緊急車両など

メリット

①生活必需品を、スーパーやコンビニ店から購入できる。

②企業活動や学校など早期に再開し、都市機能を復活させる。

課題

①降灰地域全域への対応 ③バスが通れるまで日数が必要な地域への対処

②要支援者などへの対応 ④道路網は徐々に回復するので、それに見合った自家用車の利用法検討

バスを４日目から運行する（ＷＧ試案）

被災地（鹿児島）の回復を早める
部分的な企業活動可能
学校にも行ける！
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具体的な準備の開始

・法的な手続きの準備
海洋投棄
漁協・船舶
港湾関係者と合意形成

・住民対策
事前避難・噴火時の心理
孤立地域の支援

・道路啓開・復旧
マニュアル整備

・現場実験
車両走行実験等
重機使用実験

軽石処分地の検討中課題軽石処分場所の検討案

市街地で仮処分可能な敷地
グラウンド 公園 空地

最終処分
場所候補
水深１００～２００ｍ

港湾区域に仮置き
利点：スピーディー
難点：台風時などの越波 軽石流出

港湾区域に仮置き
利点：台風時の危険小

４６００万㎥ 仮処分可能
難点：市街地中心部からやや遠い

関係者との協議
早くても２～３年必要
港湾・航路・漁協・その他
環境影響調査
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現在の大噴火時の火山防災計画は、桜島以外の場
所ではほとんど使えない。
理由

通信網・道路・電気が使用可能な設定は、不適

対策

通信網寸断・停電・早期の道路走行不可

空港施設使用不可・ヘリコプター使用不可

機能する計画の立案が重要

大噴火防災計画の重要事項

でも

 交通ＷＧでは、基本的な解決法が見えてきました。一方、実務分野における被害軽減対
策は、国内外に前例が無いため、今後非常に多くの課題を乗り越える必要があります。

◆今後早急に必要なこと（桜島以外の広域的な地域も含めた対策）

国・県・市町村・関係各機関が実施に向けた

検討と連携・早期の が重要

おわりに
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